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ニュースレター
　10月の第2月曜日は「体育の日」です。体育の日が制定されたのは、1964年の東京オリン
ピックの後のこと。2020年の東京オリンピックが楽しみですね。

　掲載内容に関してご不明点等があれば、お気軽に当事務所までお問い合わせください。



○ Zeimu information October 2017

平成30年分のマル扶の記載が変わる

配偶者控除や配偶者特別控除の改正に伴い、給与について源泉徴
収をする際に考慮する「扶養親族等の数」の対象となる配偶者の
範囲が変わります。そしてこの変更により、平成30年分の扶養控
除等申告書（以下、マル扶）の記載項目も変わります。

給与を支給する際に徴収する源泉

所得税を計算するときに、「扶養親

族等の数」を用います。この「扶養

親族等の数」を求める際、1人として

加算する配偶者の範囲が次のとおり

となります。

「扶養親族等の数」の対象となる配偶者の範囲

実務上「扶養親族等の数」は、マル扶の記載内容から求めます。
そのため上記変更に伴い、マル扶の記載項目も変わります。具体
的には次ページに掲載した、8月20日現在国税庁から公表されて
いるマル扶のイメージ（一部）をご参照ください。なお、合計所
得金額別の配偶者に係る「扶養親族等の数」の算定表も掲載しま
した。こちらもあわせてご参考ください。

マル扶の記載項目の変更

1.婚姻届が提出・受理されている⺠
法上の配偶者

2.申告者本人と生計が一緒
3.⻘⾊事業専従者としてその年中に

給与の⽀払を一度も受けていな
い又は白⾊事業専従者でない

配偶者…以下の全てを満たす者

ご覧いただいてお分かりのとおり、改正前の控除対象配偶者と
改正後の同一生計配偶者の要件は同じです。つまり名称は変わる
ものの、障害者に該当する場合に加算対象となる配偶者の範囲は
変わりません。

この場合における控除対象配偶者、源泉控除対象配偶者、同
一生計配偶者それぞれの要件は、下表のとおりです。

○1人として扶養親族等の数に加算する配偶者の範囲
〜平成29年分 平成30年分〜

控除対象配偶者に該当 → 源泉控除対象配偶者に該当
　　　　〃　　　　　が障害者に該当 → 同一生計配偶者が障害者に該当

控除対象配偶者（改正前） 源泉控除対象配偶者（改正後）

・申告者本人の合計所得⾦額が900万円以下
　　　　　　　　　　　　　かつ
・配偶者の合計所得⾦額が85万円以下

同一生計配偶者（改正後）
配偶者の合計所得⾦額が38万円以下
（申告者本人の所得制限はありません）

配偶者の合計所得⾦額が38万
円以下
（申告者本人の所得制限はあり
ません）

税理士法人　吉井財務研究所
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○合計所得⾦額別　配偶者に係る扶養親族等の数の算定表（概要）

900 万円以下
(1,120 万円以下)

900 万円超
950 万円以下
1,120 万円超

1,170 万円以下

950 万円超
1,000 万円以下
1,170 万円超

1,220 万円以下

1,000 万円超
(1,220 万円超)

38 万円以下
（103 万円以下）

１人 １人（〜H29）

↓
０人（H30〜）

１人（〜H29）

↓
０人（H30〜）

１人（〜H29）

↓
０人（H30〜）

38 万円超
85 万円以下
103 万円超

150 万円以下
（〜H29）（H30〜）

０人→１人 ０人 ０人 ０人

85 万円超
（150 万円超） ０人 ０人 ０人 ０人

※同居特別障害者の場合には、更に１人加算します。

申告者本人の合計所得⾦額
（給与収⼊だけの場合の給与所得者の給与等の収⼊⾦額）

配
偶
者
の
合
計
所
得
⾦
額

（
給
与
収
⼊
だ
け
の
場
合
の
配
偶
者

の
給
与
等
の
収
⼊
⾦
額
）

国税庁「平成30年分以降の配偶者控除及び配偶者特別控除の取扱いについて
〜 毎⽉（⽇）の源泉徴収のしかた 〜」より　一部筆者改変

マル扶に記載する
「源泉控除対象
配偶者」の範囲

マル扶に記載する“障害者”の対象となる「同一生計配偶者」 の範囲 …下数値に１人加算※
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労務情報 201７年10月号

確認しておきたい
マタハラに該当する行為

義務付けられている
マタハラ防止措置

以前はハラスメントというと、セクシュアルハラスメントを指し、重点対策の

事項として挙げられてきましたが、近年は職場のいじめである「パワーハラス

メント」のほか、妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント、いわゆるマ

タニティ・ハラスメント（以下、マタハラ）が問題になっています。ここでは

対策の重要性が増すマタハラについて、整理しておきましょう。

早期の職場復帰を促すことの是非

マタハラを意識しすぎるあまり、必要だと思われる配慮がなされなかったり、部下のキャ

リアを考慮した発言が妨げられるといった事態が発生するケースもあるでしょう。マタハラ

となるような行為を防ぐことを前提としつつ、適切な手当が施されるような職場作りを行う

ことが求められています。

厚生労働省では、妊娠・出産したこと、育

児や介護のための制度を利用したこと等を理

由として不利益な取扱いをすることや、ハラ

スメント行為を行うことを禁じ、企業に防止

措置を講ずることを義務付けています。

このうちマタハラの具体的行為は、以下の

2つに分けられています。

①制度等の利用への嫌がらせ型

産前産後休業や育児休業を取得したり、

妊娠中の軽易な業務への転換を申し出た場

合等、男女雇用機会均等法および育児・介

護休業法が定める制度または措置を利用す

ることに対し、不利益な取扱いを示唆する、

制度等の利用を阻害する、制度を利用した

ことに対する嫌がらせ等、制度や措置の利

用に関する言動により、就業環境を害する

もの

②状態への嫌がらせ型

女性労働者が妊娠したこと、出産したこ

と等に関する言動により、不利益な取扱い

を示唆する、嫌がらせをする等、就業環境

を害するもの

なお、業務体制を見直すため、上司が育児

休業をいつからいつまで取得するのか確認す

ることや、妊婦の体調が悪い場合に「つわり

で体調が悪そうだが、少し休んだ方が良いの

ではないか」と配慮することは、業務上の必

要性に基づく言動となり、マタハラには該当

しません。

平成29年10月に施行される改正育児・介護

休業法では、最長、子どもが2歳に達するま

で育児休業が取得できるようになります。こ

れにより、子どもが1歳6ヶ月に達する時点で

保育所に入れないような場合であっても継続

的な雇用が可能となる反面、育児休業期間が

長期化することで、育児休業取得者のキャリ

アへの影響も大きくなることが予想されます。

そのため、上司が育児休業から早期の職場復

帰を促すことも予想されることから、今回、

「労働者の事情やキャリアを考慮して、早期

の職場復帰を促すことは制度等の利用が阻害

されるものに該当しないこと」と、指針で明

確化されました。当然ながら、このような場

合でも職場復帰の時期は従業員の選択に委ね

られるべきものであることに変わりはありま

せん。
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経営情報 201７年10月号

平成29年7月に厚生労働省から、「平成29年賃金改定状況調査結果」（※）

が発表されました。ここではその結果から、業種別に賃金改定状況などを

みていきます。

業種別にみる
今年の賃金改定状況

上記結果から、業種別に賃金改定の実施状

況をまとめると、表1のとおりです。29年の

結果をみると、産業計では47.9％が1～6月に

賃金引上げ（以下、賃上げ）を実施していま

す。業種別では、医療，福祉が67.4％で最も

高くなりました。次いで卸売業，小売業が

53.5％で、この2業種が50％を超えました。

一方、最も低いのは宿泊業，飲食サービス業

の35.8％でした。ただし、すべての業種で賃

上げ実施割合が28年を上回りました。

次に、29年6月の1時間当たり賃金額と29年

の賃金上昇率をまとめると、表2のとおりで

す。一般労働者では卸売業，小売業の1,620

円が、パートタイム労働者では医療，福祉の

1,298円が最も高くなっています。

賃金上昇率は一般労働者では宿泊業，飲食

サービス業の2.3％が、パートタイム労働者

では卸売業，小売業の1.8％が最も高くなり

ました。

ここ数年、採用のために賃上げを行う企業

が増えていますが、今年も賃上げを行う企業

が多くなっています。

賃上げ実施割合は50％に届かず

賃金上昇率は0.7～2.3％に

（※）厚生労働省「平成29年賃金改定状況調査結果」
平成29年度中央最低賃金審議会目安に関する小委員会（第2回）の資料として公表されました。29年6月1日現在の常用労

働者数が30人未満の企業に属する民営事業所で、1年以上継続して事業を営んでいる事業所から一定の方法により抽出した
4,000事業所を対象にした調査です。詳細は次のURLから確認いただけます。
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000171065.html

28年 29年 28年 29年 28年 29年 28年 29年 28年 29年 28年 29年
1〜6⽉に賃⾦引上げを
実施した事業所

43.1 47.9 38.9 43.5 46.3 53.5 34.3 35.8 57.7 67.4 48.4 49.4

1〜6⽉に賃⾦引下げを
実施した事業所

0.6 0.7 0.6 0.7 0.4 0.4 0.3 0.3 0.3 0.6 1.0 1.6

賃⾦改定を実施しない
事業所

42.3 36.2 47.3 41.1 36.9 29.0 53.8 45.7 26.8 18.8 36.8 35.8

7⽉以降に賃⾦改定を
実施する予定の事業所

14.0 15.2 13.2 14.7 16.4 17.1 11.6 18.2 15.2 13.2 13.8 13.2

厚生労働省「平成29年賃⾦改定状況調査結果」より作成

その他のサービス
業

【表1】業種別賃⾦改定の実施状況別事業所割合（％）

産業計 製造業 卸売業，小売
業

宿泊業，飲食
サービス業

医療，福祉

一般 パート 一般 パート
産業計 1,532 1,051 1.3 1.3

製造業 1,449 993 1.0 1.6

卸売業，小売業 1,620 1,030 1.0 1.8

宿泊業，飲食サービス業 1,256 949 2.3 1.6

医療，福祉 1,415 1,298 2.1 0.7

その他のサービス業 1,607 1,108 1.1 0.8

1時間当たり賃⾦額 賃⾦上昇率
【表2】業種別1時間当たり賃⾦額と賃⾦上昇率（円、％）

厚生労働省「平成29年賃⾦改定状況調査結果」より作成
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上記報告書から、年代別に主なソーシャル

メディア（以下、メディア）の利用率をまと

めると下表のとおりです。すべての年代で

LINEの利用率が最も高くなりました。特に20

代と30代では90％を超えており、群を抜いて

います。また50代でも53.8％と半数以上の人

が利用しています。

LINEに次いで利用率が高いメディアをみる

と、10代と20代ではTwitter、30代以上では

Facebookとなっています。ただし、30代まで

は2位のメディア利用率が50％を超えていま

すが、40代以上は高くても30％台にとどまっ

ています。40代以上になると、複数のメディ

アを使う人が減ってくる傾向があるようです。

ここで紹介した、7つのメディアのいずれ

かを利用している割合は、60代こそ33.7％と

なりましたが、20代は97.7％とほぼ全員がど

れかを利用しています。また30代も94.0％と

90％を超えました。10代と40代も80％を超え

ており、各年代で高い利用率を示しています。

LINEはすべての年代で最も利用率が高いの

で、どの年代向けにも利用できそうです。一

方LINE以外は、ターゲットとする年代によっ

てメディアを決めると、より効果を得られる

確率が高まるものと思われます。

IT情報

年代別にみる
ソーシャルメディアの利用状況

201７年10月号

LINEやFacebook、Twitterなどをビジネスに活用する企業が増えています。
効果的に使うためには、サービス別の利用状況を知っておくことが大切で
す。ここでは総務省が平成29年7月に発表した調査報告書（※）から、ソー
シャルメディアの利用状況をみていきます。

（※）総務省「平成28年情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査報告書」
13歳から69歳までの男女1,500人を対象に、平成28年11～12月に行われた調査です。表中の（）内の数字が回答数です。

総務省によると、ソーシャルメディアとは、ブログ、ソーシャルネットワーキングサービス（SNS）、動画共有サイトなど、
複数の人とインターネットでやりとりできる情報サービスのことをいいます。詳細は次のURLから確認いただけます。
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01iicp01_02000064.html

すべての年代でLINEが1位に

LINEの次はどれを使う？
2位はFacebookとTwitterに

LINE Facebook Twitter Google+ mixi Mobage GREE 左のいずれ
か利⽤

全年代（1500） 67.0 32.3 27.5 26.3 6.8 5.6 3.5 73.5
10代（140） 79.3 18.6 61.4 28.6 2.9 6.4 3.6 82.9
20代（217） 96.3 54.8 59.9 29.5 13.4 9.2 6.9 97.7
30代（267） 90.3 51.7 30.0 37.5 9.4 9.7 4.5 94.0
40代（313） 74.1 34.5 20.8 30.0 8.3 4.8 3.2 80.5
50代（260） 53.8 23.5 14.2 25.4 5.8 4.2 2.7 65.0
60代（303） 23.8 10.6 4.6 10.2 1.0 1.0 1.0 33.7

総務省「平成28年情報通信メディアの利⽤時間と情報⾏動に関する調査報告書」より作成

平成28年 年代別主なソーシャルメディアの利⽤率（％）

70％以上がどれかを使っている

税理士法人　吉井財務研究所



１．改正育児・介護休業法が施行されます

２．年末にかけての資金繰り計画

３．労働保険料第2期分の納付（延納申請した場合）

４．労働者死傷病（軽度）報告提出

５．定時決定の反映と新しい保険料率による控除

６．各都道府県で地域別最低賃金額が変わります

７．年次有給休暇の付与

年末年始は、大きな資金が必要となる時期です。年末を前に資金繰りを計画しましょう。
特に未収債権の回収促進に努めましょう。

お仕事備忘録
2017年10月

１．改正育児・介護休業法が施行されます

10月1日より改正育児・介護休業法が施行され、保育所に入れないなどの事情がある場合は、最長2歳ま
で育児休業を延長することができるようになります。

２．年末にかけての資金繰り計画

年末にかけての年度後半は、賞与資金など大きな支出の他に、様々な諸経費も増える時期です。資金繰
りは大丈夫ですか？ 下期の資金計画をたてましょう。
資金繰りには売掛金の回収促進や在庫などの管理が重要です。場合によっては、買掛金の支払などの遅

延が発生してしまい、信用を失う可能性もあります。
未収債権の把握をし、滞留しているものがあれば営業担当者などに回収を促します。

３．労働保険料第2期分の納付（延納申請した場合）

労働保険の概算保険料は、年度更新の際に延納申請すると3期に分割して納付することができます。今
月は口座振替を利用しない場合の第2期分の納付期限です。

４．労働者死傷病（軽度）報告提出

業務災害が発生した場合、「労働者死傷病報告」を労働基準監督署に提出しなければいけません。業務
中の軽度の事故・疾病が原因で休業日数が1～3日ある場合は、暦年の四半期ごとにまとめ、翌月（4･7･
10･1月）末までに届ける必要があります。
今月は7月から9月分の報告となります。
また、4日以上の場合は、個々のケースごとに報告が必要なので注意しましょう。

５．定時決定の反映と新しい保険料率による控除

定時決定により、9月からは新たに改定された社会保険料が適用されますが、従業員からの社会保険料
の控除を翌月に行っている場合、10月から控除することになります。
また、平成29年9月分（10月納付分）から厚生年金保険の保険料率が改定されていますので、新しい保

険料額表をご確認ください。

６．各都道府県で地域別最低賃金額が変わります

今月より地域別最低賃金額が変わります。各都道府県によって適用となる月日が異なっていますので、
金額および発効年月日を確認しておきましょう。

７．年次有給休暇の付与

4月入社の新入社員の年次有給休暇は通常10月より付与されますので、忘れずに新入社員の年次有給休
暇管理を開始しましょう。

税理士法人　吉井財務研究所



10月は、年の終盤です。やり残しがないように、進捗

の確認や計画の見直しを随時行いましょう。

2017.10

日 曜日 六曜 項 目

1 日 先勝

●全国労働衛生週間（～7日（土）まで）
●大学生への採用内定の通知開始
●高年齢者雇用支援月間

2 月 友引

3 火 先負

4 水 仏滅

5 木 大安

6 金 赤口

7 土 先勝

8 日 友引
寒露

9 月 先負
体育の日

10 火 仏滅
●源泉所得税・復興特別所得税・住民税特別徴収分の納付（9月分）
●一括有期事業開始届（建設業）届出

11 水 大安

12 木 赤口

13 金 先勝

14 土 友引

15 日 先負

16 月 仏滅

17 火 大安

18 水 赤口

19 木 先勝

20 金 先負

21 土 仏滅

22 日 大安

23 月 赤口
霜降

24 火 先勝

25 水 友引

26 木 先負

27 金 仏滅

28 土 大安

29 日 赤口

30 月 先勝

31 火 友引

●健康保険・厚生年金保険料の支払（9月分）
●労働保険料の納付（第2期分）※口座振替を利用しない場合
●継続・有期事業概算保険料延納額の支払（第2期分）※口座振替を利用しない場合
●労働者死傷病（軽度）報告提出（休業日数1～3日の労災事故[7月～9月]について報告）
●個人の県民税・市町村民税の納付（普通徴収・第3期分）※市町村の条例で定める日まで

お仕事
カレンダー

税理士法人　吉井財務研究所


